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Abstract:
 This study is focusing on the disposal of the profits of the individual national banks and 
examines how it was regulated and what influence it had on the accounting practice of the 
national banks at that time. In Japan, modern accounting had been introduced through a 
regulation at the time of the establishment of the national banks.  Because of its importance in the 
Japanese accounting history, much preceding research exists about the accounting practices of the 
national banks.  The case study method was used for most of that research. By contrast, this 
research compares the accounting practices of two or more national banks, based on the data in 
the annual reports of the Ministry of Finance. 
The national banks were deprived of the right to issue money by the enactment of the Bank of 
Japan Act in 1882.  Consequently the right of monetary issuance was given to the Bank of Japan, 
Japan's central bank.  Therefore, the period covered of this research is from the proclamation of 
the National Bank Act in 1873, to the disappearance of many national banks in 1897. Five 
national banks at Niigata Prefecture are focused on here.
The analysis showed that these banks either preferred dividends or an increase of reserves. 
These two ways of disposing of profits are known as “(fat) dividend management policy” and 
“retained earnings management policy”.  Most national banks gave a priority to private sector 
interest, and generally chose the (fat) dividend policy.  By contrast, the 69th National Bank gave 
priority to the public interest and chose the retained earnings policy.  The stockholders and 
directors of the 69th National Bank seemed to give priority to the public interest.  It was suggested 
that at the time the bank was established, there was a consensus among stockholders and directors 
concerning the management policy which in turn led to the policy of profit disposal.
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はじめに
　本論文では、近代会計導入初期において、利益処分に関わる会計規程に対して実態がどうあっ
たのか、またそれには何が影響したのかを明らかにする。日本企業の利益処分は、低位の配当性向、
内部留保の蓄積、配当の平準化などの欧米と比較した特徴が議論されてきた。ここでは、歴史的
な形成過程の一端を明らかにするために株式会社の導入期に焦点をあてる。明治初期に全国で設
立された国立銀行のうち、新潟県の５行を対象とし、個々に実施された利益処分を分析すること
により、会計行動に影響を与えた要因を考察する。それによって欧米から導入されたばかりの制
度における実務上の差異について、当時の日本社会を背景とした影響要因を提示することができ
る。
　わが国最初の株式組織であり、近代的発券銀行である国立銀行については、多数の研究蓄積があ
る。経済史・金融史分野の研究では、加藤・大内〔1963〕は個別銀行を取り上げた初期の代表的研
究であり、主に財務諸表に依拠し、資金の調達面、運用面の時系列的変遷から日本の経済状況、産
業発展の過程との相関を扱っている。近年では各行の地域的役割についての研究、企業統治の観点
からの研究もある。会計史では片野〔1968〕、久野〔1987〕、近年では千葉〔2009〕渡辺〔2012〕が
あげられる。これらの研究は、個別銀行の財務諸表に依拠し、報告されている財務諸表の構造、い
くつかの先駆的または特徴的な会計処理、会計の役割等を明らかにしている。すなわち、個別銀行
を対象とした事例研究法を採っているといえる。制度面については、政府による統制・監督として
一面的に捉えている＊１。
　それらの先行研究に対して本研究の特色は、揺籃期の金融機関である国立銀行の会計実務につい
て、一律の会計項目の数値により分析することがあげられる。複数の国立銀行を対象として、一律
の会計項目の数値を用いることにより、実務上の差異に焦点を充て、その影響要因を検討すること
ができる。また、検討対象期間である国立銀行の設立から満期処分までの過程は、株式会社の創成
期にあたる。その間で株式会社組織の一つの要点となる利益処分はどのように変遷していったのか
を明らかにするため、利益処分の日本的特色の議論にも貢献することができる。本研究では、政府
による統制と国立銀行の自律性の両面から、相対的な会計行動の意義、影響の検討をする。
　これまで会計史分野で個別銀行を対象としていた研究が多く行われてきたのは、資料の制約が大
きい。ここでは相対的な検討を行うため、大蔵省の『銀行局報告』を用いる。『銀行局報告』は、
日本銀行調査局［1955］bに『大蔵省銀行局年報抄録』として記載されており、土屋喬雄の解題に
よれば、「これらの年報あるいは半期報である銀行課・銀行局報告は、銀行に関する、あるいは銀
行及びその他金融機関に関する行政事歴を中心とした報告書である＊2」。この年度ごとの報告書は、
大部であるため、日本銀行調査局［1955］bでは第３次報告以降は、抜粋の記載に留まっている。
第３次報告以降の全資料は、国立国会図書館など限られた図書館のみの所蔵となっている。ここで
は発券銀行であった国立銀行が存続した明治30年までの半期ごとの毎期末について、“純益金及割
賦金割合一覧表”として各国立銀行の利益処分に関わる項目である純益金、資本金、積立金、割賦
金が報告されている。非常に限られた会計情報ではあるが、株式会社の会計は、処分可能な利益の
算出に集約され、その処分がどう行われたのかをみていくことで、その特徴、企業の志向、問題点
等を明らかにすることができる。　
　国立銀行関連の研究のみならず、資本主義導入期の明治初期については、企業は専ら国家からの
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統制をうけており、特に企業統治に関わる実務に関しては他律的である、という見解が一般的であ
る。しかし、全国で展開していった国立銀行は、個々の組織の背景により資金調達先である地域に
根差した債権者、出資者・潜在的出資者等に向けて自律的に取り組む必要性もあったと考えられる。
その自律的な会計行動について、相対化して差異性の要因を明らかにし、初期の会計実務に何が影
響したのかを解明する。国立銀行の金融政策では、出資者と債権者の獲得、その維持は重要課題で
あった。企業統治への信頼は、その基盤となる。政府は、国立銀行への信頼獲得のために、統治の
一環として利益処分の規制を最初の段階から行っていた。そこで、政府による利益処分への規制の
在り方と実際の企業側の会計行動、そこに影響した要因を本研究の検討課題とする。
　本研究では、新潟県に設立された第四国立銀行、第六十九国立銀行、第七十一国立銀行、第
百十六国立銀行、第百三十九国立銀行の５行を対象とする。昭和11年に当時の大蔵大臣が一県一行
主義を掲げ、中小銀行の統廃合が行われたが、同一県内に複数行が残った地域がある。新潟県はそ
のうちの一つで、第四国立銀行を前身とした第四銀行と第六十九国立銀行を前身とした北越銀行が
現存している。第四国立銀行と第六十九国立銀行は、地域性の類似と比較すると、その設立時期、
また基盤となった層については明白な相違がある。それは、明治６年に規定された国立銀行條例に
よって全国で４行のみ設立された国立銀行は、明治９年の條例の改正後には153行となった経緯を
背景としている。明治９年の条例改正は、秩禄処分により交付された金禄公債証書を元にした設立
ができる規定となっており、そのため改正後に設立された銀行の多くは、士族が大株主であったり
重役であったりしたために士族銀行と称されている。新潟県の第四国立銀行は、最初の国立銀行條
例によって設立された４行中の１行であり、大地主層により設立されている。新潟県の他の４行は、
いずれも条例改正後に金禄公債証書により士族を中心として設立されている。その中でも、第
六十九国立銀行は、戊辰戦争において奥羽越列藩同盟に加わった長岡藩の城下町で設立されており、
戦禍にまみれ財政的に窮乏を極めていた長岡の経済復興のために設立されている。士族銀行の１行
であっても銀行設立に至る社会経済的背景が当時の他地域とは異なっており、それは組織形成に影
響している。これらのことから対照的な設立経緯を辿った現存の２行を含む新潟県の５行は、特定
の会計行動の要因を相対的に考察する場合の検討対象として妥当であるといえる。
　ここでは、国立銀行が設立されてからの経緯を整理し、政府が当初貨幣発行権を付与していた国
立銀行の利益処分は、どのように規制されていったのかを明らかにする。そしてその間の国立銀行
の利益処分の実態を全国の国立銀行、また検討対象とする５行について分析し、会計行動の要因を
考察する。
１．国立銀行の設立と変遷
　『明治財政史』によれば、わが国に導入された近代的金融機関である国立銀行の変遷は、それを
規定する條例から、三期に分けられる。第一期は明治５年に初めて制定され正貨兌換制を採った條
例、その後正貨兌換が立ち行かず通貨兌換制として明治９年に改正された條例を以て第二期、日本
銀行を新たに設立し貨幣発行権を一元化して国立銀行は営業年限に従い順次私立（普通）銀行に転
換することを定めた明治16年の改正が第三期である＊3。以下、その目的と主な規定、また條例に準
拠した設立状況を整理する＊4。
　明治５年の国立銀行條例制定に始まる第一期では、我が国最初の近代的金融機関である国立銀行
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が民間発券銀行として制定された。その目的は二点にまとめられる。最も重きを置いた点は、明治
元年に大量発行された不換紙幣であった太政官札の消却であり、金融機能の供給という本来は最重
要視するべき点は補足的な目的であった＊5。特に第一の目的の太政官札消却を果たすために、銀行
券の発券システムは整備されている。設立する国立銀行の資本金高の６割相当額については、太政
官札での出資が求められた。それを大蔵省に納付し,太政官札の代わりに公債証書が発行されたが、
更にそれを抵当として大蔵省に納め,同額の銀行券が大蔵省から下付された。その銀行券が国立銀
行の兌換責任の下で発行された。そして、資本金高の４割については銀行券の兌換準備として本位
貨幣で保持することが求められた。いわゆる正貨兌換制をとったこの発券制度は、準備率が高く、
国立銀行経営は決して有利なものではなかった。そのため、全国で開業が相次ぐという政府の目論
見は敗れ、設立されたのはわずかに東京第一国立銀行、横浜第二国立銀行、新潟第四国立銀行、大
阪第五国立銀行の４行に留まった＊6。
　全国で４行のみの開業だったことから、銀行の営業そのものが浸透しなかったこととも関連し、
正貨兌換制が当初の狙い通りにはたらかなかった。正貨兌換制ゆえに銀行券が信認され流通するこ
とを期したのだが、その信認が得られず、銀行券は発行した途端に兌換するために、発行した国立
銀行へ持ち込まれた。不振を極めるようになった国立銀行の営業の改善のために、国立銀行條例を
見直さざるを得なくなっていった。明治９年に改正された国立銀行條例は、秩禄処分の最終段階で
ある金禄公債交付の受け皿としての国立銀行開業もその目的に含まれていた。明治９年に華士族へ
の秩禄処分として発行された金禄公債証書は、総額１億7,400万円にのぼったが、困窮していた士
族がすぐにも売却する懸念があり、何らかの価格維持の方策が求められた。そこで、それまでの正
貨兌換制を政府の発行する通貨との兌換制度とし、金禄公債による国立銀行の設立を可能にしたの
である。国立銀行設立のシステムは、資本金高の８割相当額を四分利付以上の公債証書で大蔵省に
預け入れ、これを抵当として同額の銀行紙幣発行が下付される。資本金高の２割にあたる金額につ
いては、準備金として政府発行不換紙幣である通貨を保持することが求められた。この改正により、
国立銀行営業が一気に有利になり、全国で153行が設立されることになった。大蔵省が奨励したこ
とから、交付された金禄公債をもとに設立された国立銀行が多く、士族を中心に設立された国立銀
行は士族銀行とも呼ばれていた。
　その後、明治16年の国立銀行條例の再改正では、日本銀行の設立が契機となっている。明治10年
の西南戦争の戦費調達のために不換紙幣を濫発した結果であったインフレーションの収束が財政課
題となり、紙幣発行を中央銀行に一元化する案が採用され、明治15年に日本銀行が設立された。そ
れに伴って、国立銀行の紙幣発行権が一定年限を置いて剥奪された。国立銀行の営業年限を開業免
状下付時から二十年間とし、その後も営業を継続する場合には普通銀行に転換することになった。
それに伴い国立銀行紙幣も段階的に消去された。
　以上が国立銀行の消長の概要である。各国立銀行の出資者について、設立当時の規定、また社会
的背景によりその主な層は変化した。第一期では、正貨兌換制をとったために、それまでの資産家
層、すなわち商人、地主が中心であった。また、第二期では紙幣発行の抵当となっていた四分利付
以上の公債証書のほとんどは金禄公債証書だったために、華士族が中心となった。国立銀行の役員
は、こういった出資者の中から選出されることになっていた。そのため、ほとんどの国立銀行では
大株主が業務執行者の中心だったのである。国立銀行の運営上の様々な意思決定は、出資者であり
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業務執行者である役員の所存が反映していったということになる。
２．政府の統制
　前述した通り国立銀行が設立された当初の目的は、流通に支障をきたしていた明治初期発行の不
換紙幣であった太政官札の消却と、殖産興業の先導役としての金融の疎通だった。政府は特にその
信用が確立されなく額面を割り込んで流通していた太政官札の消却、また紙幣に対する信認の確立
が重要だったため、国立銀行創設にあたって正貨との兌換制度を採った。そのための財務に関する
条項の一つが、準備金規定などと伴に利益処分に関する規定となっていた。ここでは利益処分に関
連した條例の内容、またその事歴を大蔵省の報告書からみていく。
（1）利益処分に関する規定＊7
　明治５年に制定された国立銀行條例は、28条161節より成っていた。利益処分に関しては、第13
条銀行利益金分割ノ手続ヲ明ニスで規定されている。７節から成る第13条の各節の内容は、第１節
純益を株高に応じて公平に分割すること、第２節　利益正算の公開、第３節　配当前の紙幣頭への
報告、第５節　資本金の配当などへの取崩禁止、第６節　営業損失により欠損がある場合、回復す
るまで配当の禁止、第７節　確実な抵当物、引請人の無い貸付金は６か月以内に元利が返済されな
ければ滞貸付金として処理する、となっており、第４節の積立金の規定は以下の通り。
第４節　右利益金ノ内少クトモ十分ノ一以上ノ高ヲ除キ置テ元金ノ二割ニ至ルマテ銀行ノ別段積金
トシ臨時ノ費用ニ供スヘシ
　明治９年の改正條例は、16章112条となっており、２条から成る第８章　利益金分配ノ方法及ヒ
積金割合ノ規定ヲ明カニスで利益処分が規定されている。第79条では以下の処分可能利益計算を示
し、また公開、事前報告、滞貸金については、改正前と同様の規定となっている。第80条の積立金
規定は以下の通り。
第80條　此条例ヲ遵奉スル銀行ハ資本金額十分ノ二ニ至ル迄毎半季其純益金ノ内ヨリ少ナクトモ十
分ノ一宛ヲ引分ケ之ヲ積金トナシ以テ非常ノ予備ニ供スヘシ○右積金一旦十分二ノ員額ニ
至ルノ後若シ損耗其他ノ事故アリテ右割合ノ金額ヨリ減少スルトキハ尚ホ其後毎半季純益
金ノ内ヨリ少ナクトモ十分ノ一宛ヲ積立到底右十分二ノ員額ニ復スヘシ
　すなわち、明治16年までの條例によれば、積立金の計算は以下の通りとなる。
   　総益金
   －諸雑費・損失補償金額・滞貸準備等
   　純益金
   －積立金：（少なくとも1/10純益金）⇒資本金の２割になるまで積立
   　配当可能額　　　　　　　　　　　
　この積立金規定が、明治16年の改正では削除されている。日本銀行條例を導入し、国立銀行は、
20 ヵ年の国立銀行営業満期後は紙幣発行特権を喪失すること、その後営業継続をする場合は私立
の普通銀行となること、日本銀行の取扱により銀行紙幣を漸次消却し営業満期と共に消却を終了す
ることの規定を新たに盛り込んだこの期の條例では、第80条が削除されている。これについては、
次項でみていく銀行局報告に「国立銀行条例改正ニヨリテ同條例第八十条積立金ノ項ヲ削除シタル
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是ナリ抑モ本條ヲ削除シタル所以ハ紙幣消却ノ為メ毎半季利益金中ヨリ紙幣発行高ニ対スル年二分
五厘ノ積立ヲ為サシムルノ制ヲ定メタルニヨリ他ノ一方ニ於テ従前ノ検束ヲ解カレタルモノナリ」
と、これまでの発行紙幣を各銀行で順次消却させるための積立が新しく規定されたことによる措置
だと説明されている。加えて「我銀行者ハ法律ノ検束ヲ解カレタルニ乗シ此際従前ノ積立金ヲ株主
ヘ分配セント謀リ或ハ爾後全ク積立金ヲ廃セントスルモノアリ」と、積立金規定が削除されたこと
によって、利益の留保を怠るどころか、これまで蓄積してきた積立金をも配当にまわす銀行もでて
きていることに苦言を呈している。
　営業満期後も継続営業する国立銀行は、私立の普通銀行に転換することになるが、私立の金融機
関に関しては紆余曲折の末に漸く明治26年に通常銀行条例と貯蓄銀行条例が施行されるまで、大蔵
省の内規によって設立の許否を判断していた。明治26年の通常銀行條例は、10条124節となっており、
積立金は16節から成る第６条銀行事務一般ノ取扱方ヲ明カニスで規定されている。資本金の払い込
み、増資、銀行の本務、取引上の禁止事項等とともに、下記の通り利益処分が規定されている。
第12節　此銀行ハ元金ノ二割五分ニ至ル迄毎半年純益金ノ内少ナクモ一割ヲ別段積金ト為スヘシ
第13節　若シ右積金二割五分ノ高ニ至ルノ後損耗或ハ他ノ事故アリテ右金高ヨリ減少スルトキハ其後
毎半年利益金ノ内少ナクモ一割宛前ノ如ク元金二割五分ノ金高ニ復スルマテ之ヲ積立ヘシ
第14節　銀行ノ毎半年ノ利益金ハ其損失及ヒ諸費ヲ補ヒ滞貸金又ハ頭取取締役等其返済ヲ覚束ナク
考フル所ノ貸金ヲ引去ル上其現有純益ノミヲ分配スヘシ且上ニ規定スル積金二割五分ニ剰
過スルトキニハソノ一分ヲ分配スルモ妨ケナカルヘシ
国立銀行とほぼ同様な内容であり、貨幣発行権の有無に関係なく広く銀行営業の安定を期した規定
だと言える。
（2）大蔵省銀行課報告にみられる利益処分に関する政策と構想
　国立銀行を監督していたのは大蔵省の銀行課または銀行局だった。大蔵省の官制に何度か改正が
行われ、設置される部局は、その名称、所管事務内容の変遷があったが、銀行、金融に関する行政
について年報を刊行している。その年報の題名にも変動があるが、ここでは『銀行局報告』とする＊8。
この『銀行局報告』は、概ね毎年の報告となっているが、国立銀行の最初の６年（明治６年～明治
12年）については、第一次報告にまとめられている。第一次報告時点で管轄していたのは、国立銀
行とごく少数の私立銀行だったが、その後、貿易金融、外国為替に特化された横浜正金銀行、日本
銀行、銀行集会所等と増加していき、機関別に報告されていた。條例の規定によれば、国立銀行の
利益処分については株主総会で論議される前に大蔵省に提出することが義務付けられていた。これ
ら報告を受け、特に利益処分について大蔵省は、監督官庁の立場からどのような検討を加え、指導
を行っていたのかをみていく。
　第一次報告では、各銀行から報告された会計情報に基づいて、財務項目ごとに一款としてまとめ
ていた。東京・大阪・五畿八道に分け、その地域毎に存在している銀行の残高を合計して表示して
いる。その残高に基づいて、分析・検討が行われている。利益処分については、第十二款の積立金
純益金及割賦金ノ事で扱われ、当該期の資本金、積立金、純益金、割賦金（配当金）の金額が、個々
の銀行ごとに示されている。この表示形式は、ここで検討する明治30年の第二十二次『銀行局報告』
まで準じられている。第一次報告では、積立金について「此積立金ヲナスハ最緊要ナルモノニシテ
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且其積立金高ノ多寡ハ大ニ銀行ノ信用ニ関スルモノアリ而シテ我銀行者中或ハ徒ラニ割賦金ノ多キ
ヲ希望シ創業費スラ尚且速ニ消却スルヲ務メス況ンヤ積立金ニ至テハ敢テ意ニ介セサル者アルカ如
シ夫レ割賦金ノ割合ヲ多クシ株主ヲシテ十分ノ利益ヲ得セシメント欲スルハ銀行者ノ通情ナリト雖
トモ前途ノ目的ヲ図ラスシテ偶利益ノ多キニ当リ一時過度ノ割賦ヲナシ他日若シ之ヲ減少スルアル
トキハ適以テ株主ノ歓心ヲ失ヒ併テ世上ノ信用ヲ墜スコト無キヲ保ス可カラス故ニ銀行者ハ毎季ノ
割賦ヲシテ大差ナカラシムルヲ要シ務テ過度ノ割賦ヲナス可カラス＊9」と、銀行経営で配当を重視
して積立金を積むことを軽視する傾向に対して警告している。ここでは、創業費の消却にもふれて
おり、積立金どころかその消却すら怠って割賦金、すなわち配当にまわしている現状を指摘してい
る。そこでは、一度分配された割賦金額が低下した場合、株主の信用を失うことが警告されており、
割賦金の平準化が奨励されている。
　また、明治７年から12年までの純益金及割賦金の割合一覧表と積立金割合一覧表の二表が示され、
日本とアメリカ合衆国における銀行のそれぞれの会計項目について、その合計残高に基づいて両国
の比較をしている。資本金百当りの割賦金の割合は、合衆国の銀行と比較して日本の国立銀行の純
益金・割賦金は１倍多いが＊10、資本金に対して何割の積立金があるのかを比較すると合衆国銀行が
20倍余多いことを指摘している＊11。国立銀行の利益処分について、まずは積立金として留保するこ
とを指導しているのである。
　明治12年下季と明治13年上季の１年間分の報告である第二次報告では、第十一款の銀行利益金ノ
事に第一次報告と同じく個々の銀行の会計項目数値の一覧表示があり、利益処分に関しては「抑国
立銀行ノ利益ハ営業利益ト公債利息トヲ合スレバ其高ノ多キコト此ノ如シ而テ其積立金ニ至テハ則
未タ十分ナリトスルヲ得ズ今本年度間各国立銀行ニ於テ積立タル金額ヲ調査スルニ十二年下半季ハ
合計貮拾三萬六千八百四拾四圓二分七厘十三年上半季ニ於テハ一割一分九厘ナリトス此ヲ以テ之ヲ
視レハ則本年度ノ割賦金ハ両半季共ニ殆ント純益金ノ九割ニ居ル是レ世上金利ノ高キ自ラ然ラザル
ヲ得サル者アルニ因ル可シト雖トモ亦或ハ銀行者カ未タ其積立金ヲ緊要視セス強メテ割賦金ノ多キ
ヲ謀ルニ因ル者ナキニアラサルヲ得ンヤ＊12」と、割賦金が純益金の９割にのぼっていることを指摘
し、それと比較して積立金が十分に留保されていないことを問題視している。国立銀行は一般的に
配当を重視し、積立金を軽視する利益処分の傾向を呈しており、政府はそれを諌めている。
　明治13年下季から明治14年上季までの第三次報告では、第十四款の国立銀行利益金ノ事で、「右
ニ掲クル積立金ハ條例ノ規定ニ従ヒ資本金高十分ノ一ニ至ル迄毎半季純益中ヨリ積立ルモノナリ別
段積立金ハ増株募集過剰金及ヒ新株主持込金公債価格準備等ノ如キ銀行ト株主トノ協議ヲ以テ別段
ニ積立ヲナスモノナリ規定ノ積立金ニ区別センカ為メニ此ノ名ヲ負セリ＊13」と、いくつかの銀行で
残高がみられる別段積立金について説明している。別段積立金は、株式の追加発行などの増資の際
に用いられる勘定科目とされている。規定によって積立を強制されている積立金、また資本金と区
別した、発行株式に対する払込時の株式プレミアムである資本準備金の性格を持っていることが推
察される。資本の部は株主持ち分であるが、勘定科目により主に配当の可否を区別する。国立銀行
の営業年数をある程度経て、資本の部の理解、またその運用がある程度の段階に達したとみること
ができる。
　明治14年下季から明治15年上季までの第四次報告の第十九款　損益決算ノ事では、「積立金ハ非
常損害ノ予備ニ充テ益其資力ヲ鞏固ナラシムル所以ニシテ信憑ノ厚薄ヲ標スルモノナリ故ニ苟ク
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モ其積立ヲ怠タル可カラサルハ論ヲ俟タス亦容易ニ之カ使用ヲ許サザルモノナリ然ラハ則チ一時
営業ノ浮沈ニヨリ其収益少許ノ減蹙ヲ見ルアラハ寧ロ割賦金ヲ節減スルモ積立金ハ可及的増殖ヲ
努メサル可カラス＊14」と、割賦金を削っても積立金を確保することの重要性を説いていながら、「更
ニ本年度間各銀行ノ純益金及割賦金ノ其資本金及積立金ニ対スル比例ヲ算シテ行別ニ之ヲ掲出シ
以テ各銀行経営力ノ優劣ヲ対看スレハ…（略）…（以下、割賦割合の順位）年○割○分○厘ノ割賦
ヲ為セリ＊15」と、割賦金の割合で銀行経営の優劣を測り、その結果をしめしている。明治15年下
季の第五次報告でも、割賦金割合の優劣をしめしている。この矛盾した記述からは、銀行の営業で
は一方で株主の利得にも配慮して銀行の信用を強固にしていかなければならないことが課題であ
ることが窺える。
　第六次報告は、前年の日本銀行條例の制定を受けて国立銀行條例が改正された明治16年の事歴で、
前述の通り積立金規定が削除されている。報告書の総説で、「欧米銀行ノ信用ノ厚薄ハ積立金ノ多
寡ニヨリテ測量セラルルト云フモ亦誣言ニ非ラサルヘシ然ルニ我銀行者ハ法律ノ検束ヲ解カレタル
ニ乗シ此際従前ノ積立金ヲ株主ヘ分配セント謀リ或ハ爾後全ク積立金ヲ廃セントスルモノアリ…
（略）…株主タルモノハ少許ノ割賦金ニ心酔スルコトナク又銀行役員ハ務メテ信用ノ基礎ヲ扶植シ
益積立金ノ増殖ヲ謀ラサル可ケンヤ」と、積立金規定の削除に応じて、積立金を軽視している国立
銀行が散見されていることが窺える。一般には、規定の削除によって純益金のうちから割賦金にま
わす割合が高くなっているということになる。
　その後の国立銀行存続期間中の『銀行局報告』では、当該年の注記、分析等となっており、これ
までみたような利益処分が配当に偏っていることに関する警告等は無い。
　以上の記述から政府は、貨幣発行権が日本銀行に一元化されるまで、国立銀行に対して発券銀行
として、常にその主要な財政基盤である積立金をより厚くしていくことを一貫して求めていたこと
がわかる。　
３．全国国立銀行の実態
　前述したように大蔵省の銀行課報告書では、半季毎に報告させた各国立銀行の資本の部の主な項
目である資本金、積立金、別段積立金の残高、また当該季の純益金、割賦金の額が一覧表示されて
いた。ここでは、全国立銀行の総計額から、その変遷を確認しておく。
　利益処分に関する項目は以下の６つである。『銀行局報告』で開示されているのは、AからEまで
５つの項目の期末残高の金額であり、Yについては全期にわたって開示がない。
 A　資本金
 B　積立金
 C　別段積立金
 D　割賦金
 E　純益金
 Y　次期繰越金
規定によれば明治16年の改正までは、毎期、少なくともBが0.2Aとなるまで、0.1EをBとして積み
立てることとされていた。
　当時の利益処分については、次の式が成り立つ。
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 E ＝｛（B－X1）＋（C－X2）｝＋D＋Y　……　（1）
 E ＋ X1 ＋ X2 ＋ Y＝（B＋ C）＋D　……　（2）
ここでのX1とX2は、増資、繰越利益等からの積立金、別段積立金への算入分である。この数値につ
いても、『銀行局報告』では開示されていない。『銀行局報告』は大蔵省の行政事歴の報告であり、
そこで明らかにされていることは銀行行政上の目的を達するために把握されたことである。利益処
分に関して、E、B、C、D項目の金額のみが開示されており、すなわち報告内容はEの振分けとして、
DとB、Cのみが問題とされていた以上、X1、X2、Yの重要性は低いと理解される。ここでは３つの
項目を一旦除いて、
 E’＝（B＋ C）＋D　……　（3）
として考察する。『銀行局報告』での記述から、国立銀行は一般に（B+C）＜D　の行動を選好す
ることが示されていた。それに対して政府の側では、Bの積立金ならびにCの別段預金を充分に積
み増していくことが課題として認識されていた。以下、開示されている会計数値からこの点を確認
していく＊16。
　まず、国立銀行存続期間中で、積立金はどのように推移していったのかをみていく。図表１では
国立銀行の株主資本の部中、資本金の期末残高、資本金の期末残高に対する積立金の期末残高割合、
また資本金の期末残高に対する積立金と別段積立金の和の期末残高割合を示している。当初、積立
金は資本金の20％になるまで毎期純益金から少なくとも10％積立てるように規定されていた。明治
出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成
16年に国立銀行條例が再改正された際にその規定は削除されており、そのために純益金を積立金に
まわさない問題が指摘されていた。しかし実際の推移をみると、期によって増加率の高低はあるが
滞ることなく積立てられ、明治23年には当初の規定とされていた資本金の20％を超えたことが確認
できる。この積立金の主要な原資となる純益金は、どのような水準で推移していったのかを次に確
認する。
　利益の水準をみる場合様々な指標があるが、ここでは開示されている数値を用いて、投下された
資本金に対する純益金の割合である資本金利益率をみていく。図表２は、資本金利益率の推移である。
図表１　国立銀行株主資本の部
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出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成
明治16年に一旦利益率が低下しているが、これは明治15年に日本銀行條例が導入され、日本銀行の
営業が始まっていることが大きく影響している。日本銀行は当初、発券銀行の機能を担うのみでは
なく、預金取引、貸出も行う商業銀行として設立されている。またそれまでは、国立銀行が扱って
いた国庫金の取扱いも開業とともに開始し、その後順次一元化されている。貨幣発行権が日本銀行
に集約されることについては、経過措置が設けられたが、それでもなお国立銀行の営業を左右した
のである。明治16年第６次銀行局報告では、国立銀行の損益決算について、「国立銀行ハ條例ノ改
正ヲ経テ大ニ其資力ヲ殺キタルノ事実アレハ頗ル衰退ノ状ヲ呈セリ故ニ本年中損益ノ結果如何ハ世
人ノ注意ヲ惹ク所ナリ」と記述されている。
　このような純益金の水準の高低は、利益処分にどのように影響するのか。前掲した利益処分式、
 E’＝（B＋ C）＋D　……　（3）
が成り立ち、一般に国立銀行は（B+C）＜ Dを選好していた。その場合、Eのレベルが下がればE
に対するDの割合は高くなるということが想定できる。その想定を割賦金選好性とする。割賦金選
好性の真偽を確かめるために、Eの純益金の水準は、先にみたE/Aの資本金利益率を用いる。純益
金に対する割賦金の割合は、配当性向であり、D/Eにより算出される。ここではE/AとD/Eの相関
をみることにする。図表３の散布図は、純益金の水準である資本金利益率と配当性向の相関を示し
ている。この２変数の相関係数は、―0.59846で負の相関が認められる。すなわち、資本利益率が
出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成
図表２　資本金利益率
図表３　全国国立銀行平均
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低くなるほど配当性向は高くなっており、全国国立銀行の平均値によれば割賦金選好性が示されて
いる。
４．国立銀行の会計行動
　これまでみてきた通り、明治15年の日本銀行條例の施行を契機として国立銀行政策は変わった。
会計的には積立金規定がはずれたことと、業績の悪化によって対純益金積立率は影響を受けた。そ
れは『銀行局報告』で再三指摘されていた通り、積立を軽視し純益金を割賦金へとまわした結果、
対純益金積立率が低下していた国立銀行が多かったことによる。これまでは152行（除第十五国立
銀行）の利益処分に係わる平均値をみてきた。実際に国立銀行の利益処分は、頭取、取締役といっ
た役員が原案を大蔵省に報告した後、株主総会で決議されるが、これら役員は、国立銀行の設立時
には株主の中から、それも多くの国立銀行では大株主の中から選任されている。そうすると利益処
分は、役員の考え方で左右されることが想定される。個々の国立銀行では実際にどのような変遷を
しめし、それは何を反映していたのかを具体的にみていきたい。
　国立銀行の第二期で條例を改正されたのは、明治５年條例が正貨兌換制度で銀行の設立が振るわ
ず僅か４行に留まり正貨兌換が機能しなかったことと、もう一つの重要な目的としては政府が発行
した金禄公債証書の対策だった。明治９年に政府が華士族の家禄・賞典禄に代えるために金禄公債
を発行したが、総額が一億七千万円となり、市場での値崩れ回避策が必須となり、当該公債を資本
金として拠出できる規定を設けたのである。改正後は華士族を主体とした国立銀行の設立が相次ぎ、
153行となっていった。ここでは第六十九国立銀行を中心として新潟にあった５行について検討し
ていく。
（1）新潟県の国立銀行の利益処分の実態
　既述した通り、第一期に設立された４行のうちの１行が新潟の第四国立銀行だった。最初の国立
銀行條例に準拠した第一期の国立銀行は、各地域の資本家が資本を拠出しているが、第四国立銀行
は地主を中心として設立されている。一方、国立銀行條例改正後の第二期に新潟で設立された４行
は金禄公債を資本として拠出した株主が大多数で、士族銀行と呼ばれる範疇に入る。新潟にあった
５行の概要は以下の通りである。
図表４　　新潟の国立銀行
第四国立銀行 第六十九国立銀行 第七十一国立銀行 第百十六国立銀行 第百三十九国立銀行
設立地 新潟 長岡 村上 新発田 高田
初代頭取 市島徳次郎（大地主）
関矢孫左衛門
（大地主）
樋口次郎平
（呉服商）
五十嵐甚蔵
（大地主）
川上直本
（旧高田藩士）
株主と身分 士族　　　 ３人平民　　 350人
士族　　 789人
平民　　　12人
士族　　 156人
平民　　　8人
士族　　 236人
平民　　　21人
士族　　 382人
平民　　　68人
役員の身分 平民  　　　6人 士族　　　 １人平民　　　 ４人
士族　　　 ４人
平民　　　 ２人
士族　　　 １人
平民　　　 ４人
士族　　　 ３人
平民　　　 ２人
出所：阿部隆（2007）「新潟県における国立銀行経営の特質―第七十一、第百十六、第百三十九の分析―」、『現代社会文化研究』
No.40、　表１より抜粋
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　ここでは各行の会計数値は、全国平均に対してどのように位置づけられるのかを確認し、利益処
分に関する会計行動を明らかにしていきたい。
　図表５は全国平均と比した５行の資本金利益率である。高低のブレが激しい銀行がみられる。全
国の傾向でみてきた通り、日本銀行條例施行によって国立銀行の収益性は影響を受けていた。全国
平均で利益率が悪化していった明治16年以降では、第六十九国立銀行、第百十六国立銀行、第
百三十九国立銀行は全国平均利益率より低くなっている。
　資本金利益率の高低のブレがどの程度であるか、図表６は各行の標準偏差である。全国平均と比
して、３行の偏差は小さいが、第四国立銀行、第百三十九国立銀行の偏差が大きくなっている。全
国平均数値からの検討によれば、この利益の水準を表す資本利益率の低下は、配当性向と相関関係
にあった。資本金利益率の偏差が大きく、それが低下した期間が長ければそれだけ配当性向にも影
響していると考えられる。それなら、全国国立銀行の平均でみられた傾向“E/AとD/Eは負の相関
関係にある”という割賦金選好性が新潟の５行について成り立つのか、同じようにみていく。
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出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成
図表6　資本金利益率　標準偏差
全国平均国立銀行 0.120667932
第四国立銀行 0.141603856
第六十九国立銀行 0.060800482
第七十一国立銀行 0.100112933
第百十六国立銀行 0.040083032
第百三十九国立銀行 0.17290709
出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成
　次の図表７から図表11までの散布図は、新潟県の５行の純益金の水準である資本金利益率と配当
性向の相関を示している。この中で、第四国立銀行の第一期である明治７年上半期については、開
業が３月１日だったため、営業期間が短縮されているため、検討対象から外している。
図表５　新潟五行　資本金利益率
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
出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成

出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成

出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成
図表７　第四国立銀行
図表８　第六十九国立銀行
図表９　第七十一国立銀行
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
出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成

出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成
図表12　資本金利益率と配当性向の相関係数
国立銀行 相関係数
全国国立銀行 －0.598456096
第四国立銀行 －0.575374248
第六十九国立銀行 －0.345723242
第七十一国立銀行 －0.188820554
第百十六国立銀行 －0.629048755
第百三十九国立銀行 －0.768675462
出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成
図表10　第百十六国立銀行
図表11　第百三十九国立銀行
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　図表12は、各国立銀行の二比率間の相関係数である。ここでみると、第四国立銀行、第百十六国
立銀行、第百三十九国立銀行については、二つの比率間は負の相関関係にあり、全国国立銀行と同
様に割賦金選好性が示されている。第六十九国立銀行では、二比率間の相関は弱く、第七十一国立
銀行については、二比率間の相関はほとんど無い。すなわち、２行については割賦金選好性が示さ
れていないということになる。
　ところで、利益処分のもう一方の要素である積立金、別段積立金の純益金に対する割合は、対純
益金積立率である。E’＝（B＋ C）＋Dならば、対純益金積立率は、Eの純益金に対するDの割賦
金の割合である配当性向とトレードオフの関係にある。しかし、実際にはみてきた通り、利益処分
の残りの要素、不定期であり金額の影響が大きくなる増資の際に生ずるX1、X2の因子、またYの次
期繰越分により、対純益金積立率は配当性向と完全なトレードオフ関係ではない。しかし、配当性
向と純益金の水準とが負の相関関係を示していたことから、対純益金積立率も配当性向と同様に、
純益金の水準に則して変化することが想定される。図表５でみた通り、全国平均、新潟県５行それ
ぞれで高低差はあるが、純益金の水準には期毎のブレがあった。純益金の水準が変動しても対純益
金積立率の振れ幅が小さい場合、毎期変動する純益金の水準に関係なく積み立てているということ
になる。
　図表13は、対純益金積立率の動向を示している。割賦金と積立金は、純益金の処分の二大要素で
０.６
０.４
０.２
０
-０.２
-０.４
-０.６
第四
第六十九
第七十一
第百十六
第百三十九
全国平均
Ｍ
７
上
Ｍ
８
上
Ｍ
９
上
Ｍ
１
０
上
Ｍ
１
１
上
Ｍ
１
２
上
Ｍ
１
３
上
Ｍ
１
４
上
Ｍ
１
５
上
Ｍ
１
６
上
Ｍ
１
７
上
Ｍ
１
８
上
Ｍ
１
９
上
Ｍ
２
０
上
Ｍ
２
１
上
Ｍ
２
２
上
Ｍ
２
３
上
Ｍ
２
４
上
Ｍ
２
５
上
Ｍ
２
６
上
Ｍ
２
７
上
Ｍ
２
８
上
Ｍ
２
９
上
出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成
ある。割賦金を選好する国立銀行の場合、純益金が低水準の期にも一定の配当を保とうとすれば配
当性向は高くなるため、逆に対純益金積立率は低くなる。図表５でみた通り、全般的に純益金の水
準は、明治16年から低下していた。しかし図表13でみると、第六十九国立銀行は、相対的に振れ幅
が狭く概ね一定割合を積み立てているようにみえる。図表14では、対純益金積立率の標準偏差によ
り図表13を補完し、振れ幅の相違を明確に示している。ただし第百十六国立銀行では、対純益金積
立率が0％である期が散見されるため、対象としていない。ここでは、第六十九国立銀行の対純益
金積立率の標準偏差が相対的に低いことが確認される。
図表13　対純益金積立率
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図表14　対純益金積立率　標準偏差
全国平均国立銀行 0.120667932
第四国立銀行 0.141603856
第六十九国立銀行 0.060800482
第七十一国立銀行 0.100112933
第百三十九国立銀行 0.17290709
出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成
　これまでの検討により、各国立銀行の純益金処分の選好性として、割賦金選好と積立金選好とに
分けられる。全国平均の検討からは、国立銀行は一般に割賦金選好性があるといえる。新潟県の５
行についていえば、第四国立銀行、第百十六国立銀行、第百三十九国立銀行の３行には割賦金選好
性がみられ、第六十九国立銀行では積立金選好性がみられた。第七十一国立銀行については、相対
的には積立金選好性がみられた。
　各行の利益処分の選好性が積立金の実績値にどのように現れているのか、図表15では、資本金に
対する積立金と別段積立金の和による、対資本金積立割合をみている。第六十九国立銀行は、他行
に抜きん出た高い積立割合となっている。第七十一国立銀行もブレがなく一定の右肩上がりの傾き
となっているが、対資本金積立割合自体は低位に留まっている。他３行は、一定の傾きとなってお
らずブレがある。ここからは、利益処分の選好性は積立の実績に一定の影響を与えていることが確
認できる。
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出所：『銀行局報告』所収データより加工・作成
　『銀行局報告』の記述の通り、株式会社制度が導入されたばかりの当時にあって、国立銀行では
一般的に投資に対する見返りである割賦金を重視する傾向が強かった。明治15年の日本銀行條例に
よって、国立銀行としての営業年限が定められ、それまでに廃業するのか普通銀行へ転換するのか
を明確に選択するまでは、各行の利益処分を含めた政策には、紆余曲折があったと思われる。また、
端緒についたばかりの金融業の操業は、様々な原因によって順調に経営成績を上げられる状況には
図表15　対資本金積立割合
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なかった。そういった不透明な先行きの中で、多くの国立銀行では、利益処分において割賦金選好
であった。その中で第六十九銀行は、明白に積立金選好であった。純益金の水準が低位にあった期
には、株主への配当である割賦金を抑えても、財政を強固にするための積立を重視していた。すな
わち第六十九国立銀行は、株主利益を重視する一般的な株式会社としての会計行動を選択しなかっ
たのである。
（2）第六十九国立銀行の設立理念
　第六十九国立銀行の設立の中心人物は、三島億二郎であった。長岡藩の下級藩士であった三島は、
戊辰戦争後の越後長岡の産業発展に重要な役割を果たし、経営史、社会史分野での研究対象となっ
てきた＊17。また郷土史の分野でも資料が多くある＊18。そのため、銀行の運営政策、就中本研究で対
象とする利益処分に大きく影響する、株主・役員の意志、理念についてアプローチが容易であるこ
と、また設立の地域的背景に特色が顕かであることからも積立金選好の事例として、本研究の主な
検討対象とした。
　第六十九国立銀行の明治30年までの主な役員は、図表16の通りである。この中の山田、三島、岸
は明治初期に長岡で開催されていたランプ会のメンバーであった＊19。戊辰戦争で荒廃し、藩の禄も
減らされた長岡をどのように復興し、どのような経済体制をとっていくのかを士族・地主・商人な
どの身分を超えて話し合う場がランプ会だった。このランプ会のメンバーの中に、明治６年に大蔵
省紙幣寮に出仕してアラン・シャンドの『銀行簿記精法』を共訳した小林雄七郎がおり、国立銀行
条例の改正による正貨準備の緩和と士族に対する金禄公債証書発行条令の制定をいち早く三島億二
郎に通知したため、早い段階で銀行設立の準備が可能となった＊20。

図表 16　第六十九国立銀行設立当初からの主な役員
設立当初 明治12年～ 16年 明治17年～ 23年 明治24年～ 30年
関矢孫左衛門 豪農 頭取
山田権左衛門 豪農 取締役 頭取
三島億二郎 士族 取締役 頭取
遠藤亀太郎 豪農 取締役
青柳逸之助 豪農 取締役
岸宇吉 町人 頭取
出所：北越銀行『創業百年史』、北越新報社『奮闘の長岡』
　三島は、敗戦後、明治２年に藩の執政である大参事に選出され、士族救済に取り組んでおり、銀
行の設立もその一環として取り組んだ。残された日記に、長岡大参事時代に以下の記述がみられる。
明治二年十一月十九日―“文字ト金貨トハ人間ノ至要至宝也、文字ハ人ノ智識ヲ開明スルノ媒介、
貨幣ハ彼是交易ノ媒物、両ツノ者ヨリ世ニ行ハレハ其国必ス富強ヲ成スヘシ、…国内ノ人民自主自
立ヲ得テ而後、其国独立不抜ノ国ト称スルヲ論スヘシ、”ここでは、国の富強のための教育と貨幣（資
金）の重要性を明言している。ここでの“国”は、元々は藩として独立していた長岡という地域を
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指すものであることが、その後の彼の取り組みから推察される。教育実践として国漢学校の設立、
貨幣（資金）の融通のために銀行の設立に取り組んでいった。
　三島が岸宇吉と共に銀行設立前の準備で上京した折、慶應義塾に通い、その後は大蔵省に出仕し
た小林の手引きで、福澤諭吉、渋沢栄一と面談した際の記録も残っている。福澤諭吉との面談につ
いては「此時福澤先生が内心には何う云う考えがあったかも知れぬが、岸翁に対してお前は已めた
方が可かろうと云ふ、…（中略）…元来お前は商人である以上自己営業の利益を主とせさるを得な
い、所が銀行は銀行として又其利益を主として経営しなければならぬ、お前の営業の利害と銀行の
利害とは必ずしも一致せまい、若し銀行に関係するとなれば自己の利害問題を度外し犠牲としなけ
ればならぬ、（略）」＊21とある。また渋沢栄一との面談については「其時岸君は三島億二郎君其他の
人々と共に自分を訪問し、銀行創立に関して種々自分に相談された…（中略）…国立銀行の主旨等
に就て概略の御話をして、一面は政府の意の存する所を明らかにし、一面には銀行の営業方針に就
て注意をしたところが、諸君も大いに了解された様であった云々。」＊22と記されている。
　秩禄処分が行われたことにより士族の生活救済を第一義に考えていく必要があり、結局のところ、
これは全国の藩で共通していた。しかし敗戦で荒廃していた長岡で執政を行う立場の者は、更に生
活救済を身分の差別なく地域全体の将来設計として取り組む必要があった。今の私利よりも将来の
公利を優先するという理念である。それは、明治２年にいち早く設立された国漢学校の措置にも表
れている。毎日の食に事欠いていた状況で、補助などにより集められた収入は国漢学校・兵学校・
演武場・医学局・洋楽局の開講準備のために配分されている＊23。今泉は『奮闘の長岡』で銀行の設
立を担った三島について「然し翁（三島）が六十九銀行の設立を発意し熱心に之が設立に尽力され
たのは銀行を拵って儲け様といふ様な考ひではなく、一は有価証券に対して全く根本観念を欠いて
いる旧藩士連に利便を与え、一は金融機関の設備に依りて長岡の商工業を発達せしめやうといふ強
い念慮から起こったことであらうと思う。」と述べている。
　福澤、渋沢が語っていた政府の方針は、金融の疎通により国の経済の基礎を担うという公的役割
を銀行業が負う、というものである。その公的役割という考え方は、長岡の復興を第一と考える第
六十九国立銀行の役員層の公利志向と融合し、それが銀行の運営に関する行動の基礎につながって
いったと考えられる。銀行経営に対するその理念は、利益処分における選好性として発現していっ
たのである。
おわりに
　国立銀行の利益処分にみられた二つの選好、割賦金選好と積立金選好は、経営政策上では高配当
政策と内部留保政策として理解される。政府は当初は紙幣の信認の確立のため、国立銀行條例の改
正に伴い銀行の役割が変わった後には金融の疎通に支障を来たさないために、銀行の利益処分を規
制した。『銀行局報告』にある政府の分析・評価によれば、国立銀行に対して私利ではなく公利を
行動原理とした経営を要望していた。しかし、導入されたばかりで一般に馴染みのなかった株式会
社組織であった国立銀行では、私利を優先しており、高配当政策を採っていた。その中で、第
六十九国立銀行では公利を志向して、財務を強固にする内部留保政策を採っていたのである。当時
の地域社会を背景とした長岡で設立された第六十九国立銀行では、設立に至る経済社会的背景によ
る、役員層の公利志向がみとめられた。役員のそのような所存は、実際に組織の行動原理に繋がる
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といえるのだろうか。　
　一つの例として、第四国立銀行が挙げられる。第一期に設立された第四国立銀行は、条例改正前
の明治９年には経営不振となっており、また取締役の辞任も相次ぎ運営の危機に直面していた。そ
の危機に際して新潟県の官吏であった八木朋直が二代目頭取として迎えられた。八木は「銀行ノ確
実ナルト否トハ割賦金ノ多少ニアラズシテ、積立金ノ多少ニ在ルヤ亦疑ヲ容ルベカラズ」とし、堅
実経営の方針を貫いたと記録されている＊24。その第四国立銀行の資本金利益率は低くはなかったが、
配当性向は平均より高く推移しており、資本金に対する積立率が30％を超えて十分な財務基盤とな
ったのは、明治22年以降だった。立て直しの役割を担った八木の意志にも関わらず、私利を重視す
る傾向はそれほど変わらなかったのである。意思決定のトップである頭取を以てしても、会計行動
を転換することは容易ではなかった。
　この時期で私利を優先しない会計行動の形成には、理念、しかも設立に係わる株主、役員の総意
としての設立時の理念が影響する可能性があることが第六十九国立銀行の事例から示唆される。こ
れについては、今後更に検証していく必要がある。
　これまでの会計史分野における個別銀行を対象とした事例研究法では、会計規定に対してどのよ
うな実践があったのかが詳細にわたって検討されていた。会計実践の豊富な情報から、問題の所在、
要因が徹底的に究明されてきた。しかし、相対的な提示としては限界があることから、例えば政府
による統制・監督が当時の会計の役割だったと指摘したことについて、一般論の立場、あるいは個
別的事例の提示に留まらざるを得なかった。
　本研究では複数銀行を取り上げ、国立銀行の利益処分について積立金と割賦金の一律な定量的開
示項目によって二つの選好に分類し、さらに両者を分かつ要因として、設立基盤となった層、地域
性を背景とした設立目的等の定性的事項をあげた。本研究の対象は５行であったが、複数の対象に
ついて定量的検討を行ったことで、一般に言われてきた国立銀行の経営行動について検証し、また
そこから外れている国立銀行の経営行動を示すことができた。
　ここでは、パイロット・スタディとして新潟の５行を取り上げたが、今後、設立された国立銀行
全153行を対象として利益処分をめぐる会計行動を検討し、その要因を探ることにより、当時の社
会を背景とした会計行動選択の固有性を抽出していく。グローバリゼーション進展による会計基準
の一元化の流れの中では、各国で特徴的な会計行動の形成に関する研究は重要性を増している。
＊ 1 「明治初年わが国銀行業草創時代における政府の銀行経理指導は、何よりも、利益の過大配当を抑制して積立金
の設定を強化することにより、国立銀行条例に規定された法定準備金制度のもつ銀行の自己資本充実の趣旨を
一そう積極的に推進することに、その最大のねらいをおいた。」片野〔1976〕３頁、「国立銀行の各般にわたって、
英国の ( ないし英国系銀行の ) 影響が甚大であったと推量されるが、利益金処分 ( 配当・割賦 ) に関していえば、
国立銀行の場合、とくに監督官庁である大蔵省の権限が強大であったように思われる。」久野〔1987〕42 頁、「利
益処分項目があらかじめ提示される様式をなしていた英国銀行の計算書類は、日本においては監督官庁であっ
た大蔵省への利益処分に関して承認を受けるための申請書の様式として機能したのである。」「株主総会や社会
に対する取締役の会計責任が空洞化し、むしろ強く国家・監督官庁を意識した計算書類の作成・提出が実践され、
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そのために英国型計算書類形式が有効であった。」千葉〔2009〕392、399 頁
＊ 2 日本銀行調査局［1955］b、解題４頁
＊ 3 明治財政史編纂会編纂［1972］16 頁には、「第一期　明治五年国立銀行條例ノ発布ヨリ同九年同條例ノ改正前ニ
至ル／第二期　明治九年国立銀行條例ノ改正ヨリ同十六年同條例中改正前二至ル／第三期　明治十六年国立銀
行条例中改正ヨリ同三十二年国立銀行最終満期二至ル ( 但銀行紙幣ニ就テハ明治三十五年ニ至ル )」とある。
＊ 4 同、16 － 240 頁に各期の條例の全内容、制定・改正の由来。
＊ 5 高橋［2009］で、この経緯を詳しく整理している。
＊ 6 大阪第三国立銀行については、設立願書が許可されたが、創業総会で株主中に紛議があり開業に至らなかった。
明治財政史編纂会編纂［1972］Ｐ 245。
＊ 7 ここで抜粋した条文は、明治財政史編纂会編纂［1972］16-240 頁
＊ 8 この『銀行局報告』は、日本銀行調査局［1955］に記載されているが、年度ごとの報告書が大部のため、第３
次報告以降は、抜粋の記載に留まっている。それ以降の詳しい資料については、国立国会図書館所蔵の大蔵省
監査局［1985］によっている。
＊ 9 日本銀行調査局［1955］60 頁
＊ 10 この 1倍多いというのは、100 弗と 100 円を単純に対応させており、当時の為替換算による比較ではない。
＊ 11 同、61 頁
＊ 12 同、172 頁
＊ 13 大蔵省監査局〔1985〕『第三次銀行局報告』200 頁
＊ 14 大蔵省監査局〔1985〕『第四次銀行局報告』460 頁
＊ 15 同、478 頁
＊ 16 日本銀行調査局［1955］、大蔵省監査局〔1985〕の各銀行の利益処分に関するデータを適宜参照している。ここ
では各季の国立銀行の各項目の総額から、第十五国立銀行の当該項目額を減じている。第十五銀行は、「華族が
政府の手厚い保護をうけて設立した大銀行であって、多くの点で一般の国立銀行とはいちじるしく異なった特
色をおびていた」（大内・加藤［1963］143 頁）銀行であり、当初、払込資本金額が国立銀行全体の総額に対し
て約 44％を占めていた。そのために当該行の業績が大きく全体の傾向に影響するので除いている。
＊ 17 秋谷［2001］、綿引［2012］
＊ 18 長岡市が長岡市史双書として『三島億二郎日記』を翻刻し、長岡中央図書館に所蔵している。また、長岡市史
編集委員会［1996］にも詳しい。
＊ 19 長岡市史編集委員会［1996］下巻、7-8 頁
＊ 20 設立の詳しい経緯は、北越銀行行史編纂室［1980］22-38 頁
＊ 21 小畔［1914］501 頁
＊ 22 今泉［1914］572 頁
＊ 23 長岡市史編集委員会［1996］下巻、45-48 頁
＊ 24 第四銀行［1974］135 頁
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